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住生活基本計画の概要 

 

（１） 住生活基本計画について 

① 国の動向 

 平成 17 年度：8 期にわたる住宅建設五箇年計画が終了 

 平成 18年 6 月：住生活基本法の制定 

 平成 18年 9 月：同法に基づく住生活基本計画（全国計画）を策定 

・住宅供給量の確保に主眼をおいた施策から、国民の住生活の質の向上へと政策転換 

・住生活の安定の確保と向上の促進のための基本的施策を定める 

 平成 23年 3 月：住生活基本計画（全国計画）を見直し 

・ハード面（広さ等）に加え、ソフト面の充実により住生活を向上 

・住宅ストックの管理・再生対策を推進 

・既存住宅流通・リフォーム市場の整備を推進 

 平成 28年 3 月：住生活基本計画（全国計画）を見直し 

・若年・子育て世帯や高齢者が安心して暮らすことができる住生活の実現 

・既存住宅の流通と空き家の利活用を促進し、住宅ストック活用型市場への転換を加速 

・住生活を支え、強い産業を実現する担い手としての住生活産業を活性化 

 

② 県の動向 

 平成 19年 3 月：住生活基本計画（全国計画）に基づき、千葉県住生活基本計画を策定 

 平成 24年 2 月：社会情勢等の変化等に対応するため、第 2 次千葉県住生活基本計画を策定 

 平成 28 年度：第 3 次千葉県住生活基本計画を策定中 

 

⇒木更津市においても、住宅政策全体の基本計画として、住宅政策の基本的指針の

役割を果す「木更津市住生活基本計画」を策定する 

 

＜住まいを取り巻くこれまでの動向＞ 
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第1期 第 8期 第 6期 第 5期 第 4期 第 3期 第 7期 第 2期 

住生活基本計画（全国計画） 

（平成18年度～） 

 千葉県住生活基本計画 

（平成18年度～） 

住宅建設五箇年計画（昭和 41年度～平成17年度） 

第1期 第 8期 第 6期 第 5期 第 4期 第 3期 第 7期 第 2期 

住生活基本計画 

（平成30年度～） 

★平成23年3月に改訂 

★平成28年3月に改訂 

★平成24年2月に改訂 

★平成28年度中に改訂予定 
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（２） 住生活基本計画（全国計画）の概要 
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（３） 木更津市住生活基本計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 木更津市住生活基本計画の構成（案） 

 

１．はじめに 

 １）計画の背景と目的 

・計画を策定するに至った背景や計画の目的を説明 

 ２）計画の位置づけ 

・国、県における計画や、市の住宅に関わる計画との関係性を整理 

 ３）計画の期間 

・計画の期間を記載（平成 30 年度～平成 39 年度を想定） 

 

２．住宅事情等の現況と課題 

 １）住宅事情等の現状 

・統計データに基づき、近年の住宅・住環境に関する動向を把握 

 ２）市民の住生活に関する意識 

・統計では把握できない市民の住生活に関するニーズについて、アンケート結果に基づき整理 

 ３）これまでの住宅関連施策の整理 

・これまでに市が取り組んできた住宅関連の施策とその効果、問題点等を整理 

 ４）住生活における課題 

・上記を踏まえ、市の住生活における課題を抽出 

＜上位計画＞  

 

住生活基本計画 

（全国計画） 

千葉県  

住生活基本計画 
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木更津市 

住生活基本計画     

（平成 30～39 年度） 
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３．計画の基本的な考え方 

 １）基本理念 

・住宅・住環境施策の目指すべき方向性となる基本理念を記載 

 ２）基本目標 

・基本理念の実現のための目標となる基本目標を設定 

 

４．施策の推進 

 １）施策体系 

・住生活に関して市が取り組む施策を一覧にして体系化 

 ２）基本目標ごとの施策 

・基本目標ごとに、目標を実現するための各施策の内容を記載 

 ３）成果指標 

・施策の成果を図るための数値目標を設定 

 

５．計画の推進に向けて 

 １）推進・連携体制 

・計画を推進するにあたり、庁内の実施体制や市民・関係機関等との連携体制を記載 

 ２）進捗管理 

・計画の進捗管理の方法を記載 

 

※内容については、検討の過程で変更となる可能性があります。 
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（５） 木更津市住生活基本計画策定に係るスケジュール（案） 

 

 

○第２回（２８年度） 庁内検討委員会 ２月予定（課題整理、基本方針） 

   〃      検討委員会    〃     〃 

 

○第３回（２９年度） 庁内検討委員会 ６月予定 （素案協議） 

   〃       検討委員会    〃     〃 

 

○第４回（２９年度） 庁内検討委員会 10 月予定 （素案作成） 

   〃       検討委員会    〃     〃 

 

○議会説明      １２月議会 

 

○パブリックコメント １２月予定 

 

○第５回（２９年度） 庁内検討委員会 平成 30 年 1 月予定（案の決定） 

   〃       検討委員会    〃           〃 

 

○庁内決裁  ２月予定 

 

○計画書作成 ３月 

 

 

 

※ 県内市の計画策定状況（参考） 

H １９年度 千葉市 

H ２１年度 船橋市、浦安市、成田市、市原市 

H ２２年度 松戸市、柏市 

   H ２３年度 印西市 

   H ２５年度 佐倉市 

  H ２６年度 市川市、習志野市 

  H ２７年度 四街道市 

 


